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（百万円未満切捨て） 
１．20 年 3 月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 
 
 (1)連結経営成績                                  （％表示は対前期増減率） 
 
 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 

 百万円     ％ 
 

百万円     ％ 
 

百万円     ％ 
 
         百万円    ％ 
       20 年 3 月期 1,616,053   3.7 87,104   △9.4  86,502  △14.6 45,171 △17.6 

19 年 3 月期 1,557,802     3.3 96,144 △20.3 101,348  △18.7 54,841 △15.9 
 

 
１ 株 当 た り  
当 期 純 利 益  

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

                円 銭   円 銭 ％ 
     

％ 
     

％ 
     20 年 3 月期 67.08         －  4.4 5.2  5.4 

19 年 3 月期 78.10         －  5.1 6.0  6.2 
(参考) 持分法投資損益 20 年 3 月期 △1,440 百万円 19年 3月期 △99 百万円  
 
 (2)連結財政状態 
 
 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 
 

百万円 
 

％ 
 

        円 銭 

20 年 3 月期 1,601,192 1,040,135 62.6 1,516.35 
19 年 3 月期 1,700,250 1,099,439 63.0 1,544.02 
(参考) 自己資本 20 年 3 月期 1,002,860 百万円 19年 3月期 1,071,897 百万円  
 
 (3)連結キャッシュ･フローの状況 
 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

20 年 3 月期  157,282 △122,522 △73,727 130,695 
19 年 3 月期  123,010 △150,717 △42,589 170,488 
 
２．配当の状況  
 １株当たり配当金 
（基準日） 中間期末 期  末 年  間 

配当金総額 
(年間) 

配 当 性 向  
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

19 年 3 月期 13.00 19.00 32.00 22,376 41.0 2.1 
20 年 3 月期 16.00 20.00 36.00 23,969 53.7 2.4 
21 年 3 月期 
(予想) 18.00 18.00 36.00 － 52.3 － 

 
３．21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 
 

 （％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）  
 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 １ 株 当 た り  

当 期 純 利 益  
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％  円 銭 

第２四半期連結累計期間 810,000   2.0 39,000     △3.3 39,000     △6.1 18,500  △15.3 27.97 
通    期 1,680,000   4.0 88,000         1.0 88,000         1.7 45,500      0.7 68.80 
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４．その他 
 
 (1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
 (2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と 

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
 (注)詳細は、23 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 
 (3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年 3 月期 700,480,693 株 19 年 3 月期  730,480,693 株 
② 期末自己株式数  20 年 3 月期   39,114,316 株  19 年 3 月期   36,254,522 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１．20 年 3 月期の個別業績（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3 月 31 日) 
 
 (1)個別経営成績                                  （％表示は対前期増減率）  
 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 

 百万円     ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
20 年 3 月期 1,180,188    1.5 28,186  △31.4 45,105  △22.0 30,343  △10.0 
19 年 3 月期 1,162,244  △1.8 41,059  △21.4 57,799  △12.8 33,705  △13.4 

  
 １ 株 当 た り  

当 期 純 利 益  
潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益        

  円 銭   円 銭 

20 年 3 月期 45.02         － 
19 年 3 月期 47.95         － 
 
 
 (2)個別財政状態 
 
 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 

 
百万円 

 
％ 

 
        円 銭 

20 年 3 月期 1,329,905   781,498 58.8 1,180.41 
19 年 3 月期 1,431,131   864,155 60.4 1,243.53 
(参考) 自己資本  

 
20 年 3 月期   781,498 百万円  19 年 3月期 864,155 百万円 

   
２．21 年 3 月期の個別業績予想（平成 20 年 4月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 
 
                                                         （％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高     営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 １ 株 当 た り  
当 期 純 利 益  

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％  円 銭 
第２四半期累計期間 590,000   2.1 12,500     △6.3 22,000         6.1 11,000   △19.8 16.61 
通    期 1,225,000   3.8 28,500         1.1 45,500        0.9 27,500     △9.4 41.54 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項  

上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記

載の予想数値と異なる可能性があります。 
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１．経 営 成 績  
 
（１）経営成績に関する分析 
 
① 当期の経営成績 
 
当期のわが国経済は、企業収益の改善により、設備投資が引き続き増加し、個人消費も底堅く推移する

など、緩やかな回復が続きました。しかし、年度後半には原油価格の高騰やサブプライム問題に端を発し

た金融市場の変動、米国経済の減速の懸念など不透明感が強まりました。 

印刷業界においては、原材料価格の上昇や競争激化による受注単価の下落により、引き続き厳しい経営

環境にありました。 

 このような状況のもとＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンに掲げた事業ビジョン「Ｐ＆Ｉソリューシ

ョン」に基づき、積極的な営業活動を展開して顧客ニーズに対応した製品、サービスとソリューションを

提供するとともに、品質、コスト、納期などあらゆる面で強い体質を備えた生産体制の確立を目指す「モ

ノづくり２１活動」にグループを挙げて取り組み、業績の確保に努めました。 

その結果、当期の連結売上高は１兆６，１６０億円（前期比3.7％増）、連結営業利益は８７１億円（前

期比9.4％減）、連結経常利益は８６５億円（前期比14.6％減）、連結当期純利益は４５１億円（前期比17.6％

減）となりました。 

 

 部門別の状況は、以下のとおりです。 

【印刷事業】 

・情報コミュニケーション部門 

 出版印刷関連は、出版市場の低迷が続くなかで、フリーペーパーは増加したものの、書籍、雑誌とも減

少しました。 

 商業印刷関連は、パンフレット、イベント企画やキャンペーン事務局の運営は増加しましたが、チラシ、

ＰＯＰ、プレミアムなどが減少し、全体として伸び悩みました。 

 ビジネスフォーム関連は、パーソナルメールなどのデータ入力から印刷・発送までの業務を行うＩＰＳ

（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）が引き続き好調を維持し、ＩＣカードも金融業界向けを中心に増加する

など順調に推移しました。 

 その結果、部門全体の売上高は、６，７９８億円（前期比1.7％増）となりましたが、営業利益は、受

注単価下落の影響等があり、４３０億円（前期比15.5％減）となりました。 

 

・生活・産業部門 

 包装関連は、軟包装材や紙カップは増加しましたが、紙器、ペットボトルの第一次成型品プリフォーム

が減少し、前年を下回りました。 

 住空間マテリアル関連は、「サフマーレ」などの環境対応型製品の拡販に努めましたが、住宅着工件数減

少の影響が大きく、全体に低調でした。 

 産業資材関連は、薄型ディスプレイ向けの反射防止フィルムなどのオプトマテリアルや太陽電池用部材

が増加しました。また、普通紙ファクシミリ用インクリボンは減少しましたが、カラープリンター用イン
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クリボンが増加し、さらにコニカミノルタグループから譲り受けたフォト事業の拡充もあり、前年を上回

りました。 

 その結果、部門全体の売上高は、５，５５７億円（前期比4.3％増）となりました。営業利益について

は、原材料価格上昇の影響を受け、３１８億円（前期比12.1％減）となりました。 

 

・エレクトロニクス部門 

 液晶カラーフィルターは、需要の順調な拡大に加え、亀山工場の第８世代の生産が寄与し、大幅に増加

しました。 

 また、リードフレーム等のエッチング製品は減少しましたが、フォトマスクは先端製品を中心に増加し、

高密度ビルドアップ配線板も大幅に増加しました。 

 その結果、部門全体の売上高は、３，２２３億円（前期比10.4％増）、営業利益は、１９８億円（前期

比33.1％増）となりました。 

 

【清涼飲料事業】 

・清涼飲料部門 

 清涼飲料、ティー飲料は増加しましたが、販売競争の激化により、主力のコーヒー飲料が減少しました。 

 また、「コカ・コーラ ゼロ」「一（はじめ）茶織（さおり）」「綾鷹（あやたか）上煎茶」「ジョージア   

ヴィンテージレーベル」などの新製品を発売するとともに、各種の販促キャンペーンを展開し、業績の確

保に努めました。 

 その結果、部門全体の売上高は、７３４億円（前期比0.8％減）、営業利益は、経費削減の効果により   

１３億円（前期比107.2％増）となりました。 

 

 

② 次期の見通し 
 
 今後の景気の見通しについては、国内景気は円高や原油高の影響を受けて、弱含みで推移する可能性が

あり、さらに米国の景気減速懸念などもあって予断を許さない状況が続くものと思われます。 

 印刷業界においても、引き続き原材料価格の上昇や受注競争の激化など厳しい状況が予想されます。 

 このような中、市場環境、需要動向などに的確に対応し、積極的な営業活動を展開して業績の確保に努

めていきます。 

 

・情報コミュニケーション部門 

 出版印刷関連は、創刊誌の受注に加えて、フリーペーパーを積極的に取り込み、売上の拡大に努めてい

きます。また、チラシ、パンフレットやＩＰＳ、ＩＣカードなど堅調な需要の拡大が見込まれる商業印刷

関連及びビジネスフォーム関連は、Ｐ＆Ｉソリューションの推進により受注拡大を図っていきます。 
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・生活・産業部門 

 包装関連は、原材料価格上昇の影響が懸念されますが、バリア性に優れたＩＢフィルム（Innovative 

Barrier Film）など各種機能性材料の受注拡大に注力していきます。住空間マテリアル関連も環境対応型

製品の拡販に努めていきます。また、産業資材関連は、引き続き、薄型ディスプレイ向けの反射防止フィ

ルムなどオプトマテリアルの需要の増加が予想され、受注拡大を見込んでいます。 

 

・エレクトロニクス部門 

 液晶カラーフィルターは、受注単価下落の懸念はありますが、パソコンモニターや民生用テレビ向け需

要の拡大が見込まれており、生産能力を増強し受注拡大を目指します。また、フォトマスクについては、

国内外の生産体制を増強し、最先端の４５ナノに対応した生産体制の整備を進め、競争力を高めていきま

す。 

 

・清涼飲料部門 

 市場の伸び悩みと販売競争の激化など、引き続き厳しい状況が見込まれますが、２００８年をゴールと

する中期経営計画「変化への挑戦～北の大地とともに～」を強力に推進し、一層の収益体質の改善に取り

組むとともに、新製品の投入と販促キャンペーンを展開し業績の確保に努めていきます。 

 

 このような積極的な営業活動を展開することにより、次期の業績については、連結売上高は１兆６，８００億

円、連結営業利益は８８０億円、連結経常利益は８８０億円、連結当期純利益は４５５億円を見込んでい

ます。 

 

（２）財政状態に関する分析 
 
  当期の資産、負債、純資産については、総資産は、現金及び預金、受取手形及び売掛金の減少等により、

前連結会計年度末に比べ９９０億円減少し、１兆６，０１１億円となりました。 

   負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ３９７億円減少し、５，６１０億

円となりました。 

 純資産は、自己株式の取得及びその他有価証券評価差額金の減少等により、前連結会計年度末に比べ  

５９３億円減少し、１兆４０１億円となりました。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の６３．０％から０．４ポイント減少し、６２．６％と

なりました。 

当期の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によって得られた資金は、税金等調整前当期純利益が  

８８４億円、減価償却費１，０９９億円などもあり、１，５７２億円（前期は１，２３０億円）となりました。      

投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得１，２４１億円などにより、１，２２５億円（前期は 

１，５０７億円）となり、また、財務活動に使用された資金は、配当金の支払２４３億円、自己株式の取得

５８６億円などもあり７３７億円（前期は４２５億円）となりました。この結果、当期末の現金及び現金同等物

は１，３０６億円と前期に比べ３９７億円の減少となりました。    
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なお、ＤＮＰグループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 
 

 平成１６年３月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 

自 己 資 本 比 率    （％） ６４．７ ６３．０ ６４．０ ６３．０ ６２．６ 

時価ベースの自己資本比率（％） ８２．５ ７８．２ ９０．３ ７５．７ ６５．５ 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率
（年） ０．４ ０．４ ０．５ ０．６ ０．５ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 
（倍） １３９．７ １４４．７ １０６．２ ９３．８ １２０．１ 

 
   （注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

 
    ・自己資本比率  ： 自己資本 ／ 総資産 
 
    ・時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産 

        株式時価総額  ： 期末株価終値 × 期末発行済株式数（自己株式控除後） 
 
    ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債 ／ キャッシュ・フロー 

     有利子負債        ： 連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支 

 払っている全ての負債を対象としています。 
 
       キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ 

 シュ・フローを使用しています。 
 

    ・インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー ／ 利払い 

       キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ 

 シュ・フローを使用しています。 
 

       利払い   ： 連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し 

 ています。 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
 
当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置づけています。 

利益の配分については、株主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向などを勘案して

実行していきます。また、将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の

強化を図ります。 

内部留保資金は、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる投資と、新規事業展開のための設備投資、

戦略的提携やＭ＆Ａなどに充当するとともに、資金需要や市場動向をみながら、株主還元の一環として自

己株式の取得を検討していきます。これらは将来にわたる利益の向上に寄与し、株主の皆様への利益還元

に貢献するものと考えています。 

この方針に基づき、当期の期末配当金を１株当たり２０円とし、中間配当金（１株当たり１６円）とあ
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わせ、年間配当金は３６円となり、前期より４円の増配とさせていただく予定です。これにより、平成   

１５年３月期から６期連続の増配となり、当期の連結配当性向は、５３．７％になります。また当期には、

３，２６８万株の自己株式を５８３億円で取得しました。これで、平成１５年３月期から６期連続の実施

となりました。なお、これまでに取得し、保有していた自己株式の内、３，０００万株を当期に消却しま

した。 

次期の配当金は、中間配当金１８円、期末配当金１８円とさせていただき、年間配当金は３６円となる

見込みです。 

 

（４）事業等のリスク 
 
 ＤＮＰグループの業績などは、今後起こりうるさまざまな要因により大きな影響を受ける可能性があり

ます。したがって、ＤＮＰグループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その影響を最小限に

とどめるよう努めていきます。 

 ＤＮＰグループがリスクと判断した主な事項は、下記の通りです。 

 

① 国内景気と消費動向 

 ＤＮＰグループは、幅広い業種の、非常に多くの顧客と取引を行なっており、特定の顧客に偏らない安

定的な事業活動を展開しています。その市場は、主として日本国内を中心としており、海外売上高の割合

は約１７％となっています。したがって、日本国内の景気変動により、個人消費など内需が低迷した場合

には、受注量の減少や受注単価の下落など業績等に影響が生じる可能性があります。 

 

② エレクトロニクス業界の市場変化 

 エレクトロニクス部門は、高い収益性と成長性が見込まれ、引き続き事業拡大に努めていく戦略部門で

す。今後も綿密な情報収集に基づく事業戦略の構築と市場競争力の高い付加価値製品の開発に注力して、

安定的な収益の確保を目指していきます。しかしながら、ディスプレイや半導体関連製品の市場は、急激

な変化による大幅な需要の変動や単価の下落などが発生する場合もあり、これは当部門の業績に影響を与

える可能性があります。 

 

③ 原材料調達の変動 

 原材料の調達については、国内及び海外の複数のメーカーから印刷用紙やフィルム材料などを購入し、

安定的な原材料の確保と最適な調達価格の維持に努めています。しかしながら、石油価格の高騰や中国市

場での急激な需要増加などにより、一時的に需給バランスが崩れる懸念もあります。そのような場合には、

当社の顧客や取引先との交渉を通じて対応していきますが、原材料調達がきわめて困難になった場合や購

入価格が著しく上昇した場合は、業績に影響を与える可能性があります。 
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④ 新製品・新技術の開発 

 ＤＮＰグループは、印刷技術を応用して顧客や市場のニーズに対応した新製品・新技術を開発し、幅広

い産業分野へ製品・サービスを供給しています。これらの開発においては、近年、技術革新のスピードが

ますます早まり、ニーズの多様化も急激に進んでいます。今後、開発競争はいっそう激化するものと思わ

れ、予想を上回る商品サイクルの短期化や市場動向の変化によって、業績などが大きく変動する可能性が

あります。 

 

⑤ 為替の変動 

 エレクトロニクス部門などを中心に海外顧客との製品・サービスの取引が拡大しており、為替の影響は、

次第にその比重が増してくると予想されます。したがって、為替予約などにより相場の変動リスクをヘッ

ジしていますが、急激な為替変動があった場合には、業績への影響が大きくなる可能性があります。 

 

⑥ 法的規制等 

 法令の遵守を基本として事業を進めていますが、製造物責任や環境・リサイクル関連、独占禁止法、個

人情報保護法、特許法、税制、輸出入関連などにおいて、国内、海外を問わずさまざまな法的規制等を受

けており、今後さらにその規制が強化されることも考えられます。そのような場合、事業活動に対する制

約の拡大やコストの増加も予想され、ＤＮＰグループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦ 情報システムとセキュリティ 

 インターネットをはじめとするコンピュータネットワークや情報システムの果たす役割が高まり、情報

システムの構築やセキュリティ対策の確立は、事業活動を継続する上で、いまや不可欠となってきていま

す。これに対して、近年ソフト・ハードの不具合やコンピュータウィルスなどによる情報システム障害の

発生、顧客・生活者情報の漏えいなど、さまざまなリスクの発生の可能性が高まってきています。ＤＮＰ

グループでは、情報セキュリティ体制の高度化と社員教育などを通じてシステムとデータの保守・管理に

は万全を尽くしていますが、万一これらの事故が発生した場合には、事業活動に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

⑧ 災害の発生 

 製造設備などの主要施設に関しては、防火、耐震対策などを実施するとともに、製造拠点の分散化を図

り、災害などによって生産活動の停止あるいは製品供給に混乱をきたすことのないよう努めています。ま

た、各種保険によるリスク移転も図っています。しかしながら、大地震やテロなどの発生により、生産活

動の停止や社会インフラの大規模な損壊など予想を超える事故が発生した場合は、業績に大きな影響を及

ぼす可能性があります。 
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２．企 業 集 団 の 状 況 
 
ＤＮＰグループは、当社及び子会社１４４社、関連会社１１社で構成され、印刷事業及び清涼飲料事

業において情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス、清涼飲料に関連する事業活動

を行っております。 

ＤＮＰグループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。 
 
【印刷事業】 

  ≪情報コミュニケーション部門≫ 

教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カー

ド類、事務用機器及びシステム等の製造・販売、店舗及び広告宣伝媒体の企画、設計、施工、監理など 
 

  ［主な関係会社］ 
(製     造)    ㈱ＤＮＰ映像センター、㈱ＤＮＰエス・ピー・テック、㈱ＤＮＰオフセッ

ト、㈱ＤＮＰグラフィカ、㈱ＤＮＰスペースデザイン、㈱ＤＮＰ製本、   

㈱ＤＮＰテクタス市谷、㈱ＤＮＰテクタス蕨、㈱ＤＮＰデータテクノ、  

㈱ＤＮＰデータテクノ関西、㈱ＤＮＰデジタルコム、㈱ＤＮＰトータルプ

ロセス長岡、㈱ＤＮＰトータルプロセス前橋、㈱ＤＮＰトータルプロセス

蕨、㈱ＤＮＰ年史センター、㈱ＤＮＰ物流システム市谷、㈱ＤＮＰ物流

システム商印、㈱ＤＮＰマルチプリント、㈱ＤＮＰメディア・アート、   

㈱ＤＮＰメディアクリエイト、㈱ＤＮＰメディアクリエイト関西、㈱ＤＮ

Ｐユニプロセス、㈱和幸社 

(製  造・販  売)    Tien Wah Press (Pte.) Ltd. 

(販売・サービス)    ㈱ＤＮＰアーカイブ・コム、大日本開発㈱、㈱ダイレック、㈱図書館流通

センター、マイポイント・ドット・コム㈱、㈱早稲田経営出版 

           ※ 教育出版㈱、※ 丸善㈱ 
 
  ≪生活・産業部門≫ 

容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装資材、産業資材等の製造・販売 
 

  ［主な関係会社］ 

(製     造)     ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス、 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス小田原、㈱ＤＮＰ

エリオ、㈱ＤＮＰオプトマテリアル、㈱ＤＮＰ住空間マテリアル、   

㈱ＤＮＰテクノパック、㈱ＤＮＰテクノパック関西、㈱ＤＮＰテクノ

パック横浜、㈱ＤＮＰテクノパック東海、㈱ＤＮＰテクノフィルム、   

㈱ＤＮＰテクノポリマー、相模容器㈱ 

(製  造・販  売)    ㈱ＤＮＰファインケミカル、㈱ＤＮＰプリントラッシュ、㈱ＤＮＰ包装、 

㈱アセプティック・システム、PT DNP Indonesia、DNP Electronics  

America, LLC、DNP IMS America Corporation 、 DNP Photo Imaging  

America Corporation 、DNP Denmark A/S 
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※ パナソニックバッテリーエレクトロード㈱ 

(販売・サービス)    ㈱ＤＮＰアイディーイメージング、㈱ＤＮＰフォトイメージング、㈱ＤＮ

Ｐフォトマーケティング、ＤＮＰ住空間マテリアル販売㈱、DNP Photo 

Imaging Corporation SAS、DNP Photo Imaging Europe SAS 

 

  ≪エレクトロニクス部門≫ 

電子精密部品等の製造・販売 

 

   ［主な関係会社］ 

(製     造)    ㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス、㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス、 

㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス相模原、㈱ＤＮＰエル・エス・アイ・

デザイン、㈱ＤＮＰミクロテクニカ 

(製  造・販  売)    ㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山、ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱、ディ

ー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱、DNP Photomask Europe S.p.A.、

DNP Photomask Technology Taiwan Co.,Ltd. 

(販     売)    アドバンスト・カラーテック㈱ 、DNP Taiwan Co.,Ltd. 、DNP  Display  

Technology Taiwan Co.,Ltd. 

 

  ＜その他、複数の事業を行う関係会社＞ 

 

(製  造・販  売)     ㈱ＤＮＰ北海道、㈱ＤＮＰ東北、㈱ＤＮＰ東海、㈱ＤＮＰ四国、㈱ＤＮＰ

西日本、ザ・インクテック㈱、㈱ディー・エヌ・ケー 

(販売・サービス)     大日本商事㈱、㈱ＤＮＰロジスティクス、㈱ＤＮＰアカウンティングサー

ビス、㈱ＤＮＰファシリティサービス、㈱ＤＮＰ情報システム、㈱ＤＮＰ

ヒューマンサービス、DNP Corporation USA、DNP America, LLC、DNP Holding 

USA Corporation 

 
【清涼飲料事業】 

  ≪清涼飲料部門≫ 

  清涼飲料部門として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・   

販売しております。 

  なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。 

 

 

 （注）※ 持分法適用関連会社 
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【事　業　系　統　図】

以上、述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

　（注） ※　：持分法適用関連会社
：製品・材料・サービスの流れ

大　日　本　印　刷　㈱

　　　　　　　　　　　　顧　　　客

【ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部門】
 PT DNP Indonesia
 DNP Electronics America,LLC
 DNP IMS America Corp.
 DNP Photo Imaging America Corp.
 DNP Denmark A/S
                  （製造・販売）
 DNP Photo Imaging Corp. SAS
 DNP Photo Imaging Europe SAS
　    （販売・サービス提供）

【生活・産業部門】

 Tien Wah Press（Pte.）Ltd.
　
            （製造・販売）

【情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門】

 ㈱ＤＮＰ北海道　　㈱ＤＮＰ東北
 ㈱ＤＮＰ東海      ㈱ＤＮＰ四国
 ㈱ＤＮＰ西日本
　　　　　　　　　　　　　（製造・販売）

 ㈱ＤＮＰ映像センター
 ㈱ＤＮＰエス・ピー・テック
 ㈱ＤＮＰオフセット
 ㈱ＤＮＰグラフィカ
 ㈱ＤＮＰスペースデザイン
 ㈱ＤＮＰ製本
 ㈱ＤＮＰテクタス市谷
 ㈱ＤＮＰテクタス蕨
 ㈱ＤＮＰデータテクノ
 ㈱ＤＮＰデータテクノ関西
 ㈱ＤＮＰデジタルコム
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス長岡
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス前橋
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス蕨
 ㈱ＤＮＰ年史センター
 ㈱ＤＮＰ物流システム市谷
 ㈱ＤＮＰ物流システム商印
 ㈱ＤＮＰマルチプリント
 ㈱ＤＮＰメディア・アート
 ㈱ＤＮＰメディアクリエイト
 ㈱ＤＮＰメディアクリエイト関西
 ㈱ＤＮＰユニプロセス
 ㈱和幸社
　　　　　　      （製造）

 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス
 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス小田原
 ㈱ＤＮＰエリオ
 ㈱ＤＮＰオプトマテリアル
 ㈱ＤＮＰ住空間マテリアル
 ㈱ＤＮＰテクノパック
 ㈱ＤＮＰテクノパック関西
 ㈱ＤＮＰテクノパック横浜
 ㈱ＤＮＰテクノパック東海
 ㈱ＤＮＰテクノフィルム
 ㈱ＤＮＰテクノポリマー
 相模容器㈱
 　　　　　　　     （製造）

 ㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス
 ㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス
 ㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス相模原
 ㈱ＤＮＰエル・エス・アイ・デザイン
 ㈱ＤＮＰミクロテクニカ
  　　　　　　　 　      （製造）

 ㈱ＤＮＰアーカイブ・コム
 大日本開発㈱
 ㈱ダイレック
 ㈱図書館流通センター
 マイポイント・ドット・コム㈱
 ㈱早稲田経営出版
 教育出版㈱※
 丸善㈱※

　（販売・サービス提供）

 ㈱ＤＮＰファインケミカル
 ㈱ＤＮＰプリントラッシュ
 ㈱ＤＮＰ包装
 ㈱アセプティック・システム
 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾊﾞｯﾃﾘｰｴﾚｸﾄﾛｰﾄﾞ㈱※
 
         　（製造・販売）

 ㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山
 ﾃﾞｨｰ･ｴｰ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱
 ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ﾌｧｲﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱
 
        　  （製造・販売）

 ㈱ＤＮＰアイディーイメージング
 ㈱ＤＮＰフォトイメージング
 ㈱ＤＮＰフォトマーケティング
 ＤＮＰ住空間マテリアル販売㈱

 　(販売・サービス提供等）

 

北
海
道
コ
カ
・
コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

　
　
　
　
　
　
　
 
 
（
製
造
・
販
売
）

【清涼飲料部門】

印　刷　事　業
清涼
飲料
事業

ザ・インクテック㈱
大日本商事㈱
㈱ＤＮＰ情報システム
DNP Corporation USA

㈱ディー・エヌ・ケー
㈱ＤＮＰロジスティクス
㈱ＤＮＰヒューマンサービス
DNP America,LLC

㈱ＤＮＰアカウンティングサービス

DNP Holding USA Corp.

　  (製造・販売）
　㈱ＤＮＰファシリティサービス

　 （販売・サービス提供等）

 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ｶﾗｰﾃｯｸ㈱
 DNP Taiwan Co.,Ltd.
 DNP Display Technology Taiwan Co.,Ltd.
                                 （販売）
 DNP Photomask Europe S.p.A.
 DNP Photomask Technology Taiwan Co.,Ltd.
                   （製造・販売）



                            大日本印刷㈱ （7912） 平成20年３月期決算短信 

－12－ 

３．経 営 方 針  
 
（１）会社の経営の基本方針 
 
 ＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンに「２１世紀の創発的な社会に貢献する」ことを経営理念として

掲げています。 

この経営理念のもと、印刷技術（Printing Technology＝Ｐ）と情報技術（Information  Technology

＝Ｉ）を融合させた独自のＰ＆Ｉソリューションを提供して、顧客をはじめとする多くの人々のさまざま

な課題を解決し、着実に発展していくことを経営の基本方針としています。 

 また、法および社会倫理の遵守はもとより、常に公正・公平な企業活動を実践し、企業の社会的責任  

（ＣＳＲ）を果たすことができるよう内部統制システムの強化を図っていきます。そして、株主の皆様や

顧客、生活者、社員などさまざまなステークホルダーから高い信頼を得られるよう誠実な企業活動に努め

ています。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 
 
ＤＮＰグループは、事業ビジョン「Ｐ＆Ｉソリューション」に基づき、中長期にわたる安定的な事業の

成長を目指しています。 

このＰ＆Ｉソリューションの一層の推進を図り、将来の発展を確実なものとするため、市谷工場を再開

発して体制の強化を図っていきます。 

ＤＮＰは１８７６年に秀英舎として創業し、その１０年後の１８８６年に現在の東京都新宿区に市谷工

場を開設して以来１２０年余にわたり、この地を中心として、さまざまな分野へと事業を拡大してきまし

た。 

再開発計画では、現在近郊に分散している各事業部門の企画開発と営業および本社機能をこの市谷地区

に集約し、Ｐ＆Ｉソリューションの新しい事業を開発するとともに、物流など全体最適の視点から製造体

制を見直し、製造拠点の統合などを進めていきます。なお、２００９年から工事に着手し、２０１７年の

完成を予定しています。 

 

次に、各事業部門における戦略は以下の通りです。 

まず、情報コミュニケーション部門は、顧客のニーズに対応した最適な表現の追求とインターネットや

携帯電話など多様なメディアへの展開に幅広く取り組み、Ｐ＆Ｉソリューションを基本とした、さまざま

な製品やサービスを提供していきます。当期において丸善株式会社への出資や株式会社早稲田セミナーか

ら資格・就職試験予備校の事業譲り受けを実施しましたが、これにより教育業界向けにｅラーニングシス

テムやＩＣカード、ＩＣタグなどの導入を推進していきます。  

また、既存分野についても、製造部門を統括管理する体制を強化して、プリプレスから印刷、加工など

多岐にわたる各工程の連携を図り、無駄のない生産体制の実現や物流効率の改善など、収益体質の向上に

取り組んでいます。 
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生活・産業部門は、食品などの内容物の保存性や使いやすさに配慮した製品のほか、医薬・医療品や電

子部材など産業資材向けのバリア性の高いＩＢフィルム（Innovative Barrier Film）など、人や環境にや

さしく機能性に優れたパッケージの開発に努めています。また、健康で快適な暮らしを演出する住空間マ

テリアルについては、ＥＢ硬化型樹脂コーティング技術などによる環境配慮製品やデザイン性、機能性に

優れた製品を提供していきます。 

さらに、各種光学機能性フィルムなどのオプトマテリアルは、高い成長の見込まれる分野であり、生産

能力の増強と品質の向上を図り、コスト競争力の強化に努めています。 

 

次に、エレクトロニクス部門は、急激に変化する市場ニーズに迅速に対応できるよう、生産能力の増強

と新技術・新製品の開発に、経営資源を重点的に配分していきます。 

なかでも液晶カラーフィルターについては、液晶テレビ需要の拡大に対応して大型の基板サイズに対応

した生産ラインの増強に取り組んでいます。また、フォトマスクについても、最先端技術の開発を進める

ほか、需要に迅速に対応できるよう海外生産拠点の開設など製造体制を強化していきます。 

 

新規事業分野については、機能性に優れた製品やサービスなど新たな付加価値を創出するビジネスの事

業化に取り組んでいます。インターネットや携帯電話、データ放送などに向けたコンテンツの加工、配信

などに関するシステム開発のほか、ＩＣカードを利用した情報セキュリティ関連、ＩＣタグ、デジタルプ

リントなど多岐にわたる分野で開発を進めています。 

さらに中長期のテーマとして、医薬、医療、ヘルスケアなどのライフサイエンス分野や燃料電池などの

エネルギー分野についても、印刷技術の応用により、先端的で独自性のある技術や製品を開発していきま

す。 

 

そして、各事業部門間の連携をこれまで以上に密接にして、ＤＮＰグループの総合力を高めるとともに、

顧客との対話とコラボレーションを通じて、顧客の経営戦略や販促計画の立案を含む、幅広いソリューシ

ョンの提案を目指しています。 

また、既存事業の深耕と新規事業の迅速な育成を図るためには、独自技術に頼るだけでなく、強みを持

った企業がお互いに連携していくことも必要です。これまでもエレクトロニクス製品やフォト事業におい

て他企業との戦略的提携やＭ＆Ａを実施してきましたが、今後についてもこの方針に基づき国内、海外を

問わず積極的に取り組んでいきます。 

  

コスト構造改革については、業務プロセスを見直し、工程の合理化による生産性の向上や原材料費の削

減に取り組むとともに、常にそうした意識を保持していく強い体質を持った製造体制を確立することを目

指しています。平成１４年より「モノづくり２１活動」に全社を挙げて取り組み、体質強化に着実な成果

を挙げてきました。今後は、全体最適をテーマとして、受注から納入までの流れをひとつのものとして捉

え、工程間及び部門間の流れを円滑にして、徹底的にムダを排除する効率的な生産システムの構築に取り

組み、品質向上とコスト競争力の強化を実現していきます。 
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この他、環境問題への取り組みとして、持続可能な循環型社会の構築に貢献するため、独自の環境マネ

ジメントシステム「エコレポートシステム」により、地球温暖化防止をはじめとする環境保全活動を展開

しています。 

当期においても、地球環境に配慮した製品の開発に努めるとともに、グリーン購入、製造工程における

環境負荷低減、産業廃棄物のゼロエミッションなどに積極的に取り組んでいます。 
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４．連 結 財 務 諸 表  
 

連 結 貸 借 対 照 表             
 

                                （単位：百万円） 

科     目 
当 連 結 会 計 年 度 
(２０.３.３１現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(１９.３.３１現在) 

増   減 

【 資 産 の 部 】    

流 動 資 産     （   ７１４，９７６ ） （   ８００，２７３ ） （   △８５，２９７ ） 

現 金 及 び 預 金 １３１，０５８ １９５，５９５ △６４，５３７ 

受取手形及び売掛金 ４５６，９３２ ４７７，１５７ △２０，２２５ 

有 価 証 券 １１，１０２ ９，９９２ １，１１０ 

た な 卸 資 産 ９６，３９２ ９５，２４６ １，１４６ 

繰 延 税 金 資 産 １２，９９２ １４，２１６ △１，２２４ 

そ の 他 の 流 動 資 産 １１，７８１ １３，２７５ △１，４９４ 

貸 倒 引 当 金 △５，２８３ △５，２０９ △７４ 

固 定 資 産     （   ８８６，２１６ ） （   ８９９，９７６ ） （   △１３，７６０ ） 

（有 形 固 定 資 産        ） （   ６３９，３４３ ） （   ６３５，７８３ ） （     ３，５６０ ） 

建 物 及 び 構 築 物 ２０９，５４４ ２０３，４５２ ６，０９２ 

機械装置及び運搬具 ２３６，９９３ ２４６，５９４ △９，６０１ 

土 地 １３０，６５５ １２４，９１５ ５，７４０ 

建 設 仮 勘 定 ３５，４１３ ３４，１２５ １，２８８ 

その他の有形固定資産 ２６，７３６ ２６，６９４ ４２ 

（無 形 固 定 資 産        ） （    ３５，４０４ ） （    ２５，２８０ ） （    １０，１２４ ） 

ソ フ ト ウ ェ ア １９，４７３ １８，００８ １，４６５ 

その他の無形固定資産 １５，９３１ ７，２７１ ８，６６０ 

（投資その他の資産） （   ２１１，４６８ ） （   ２３８，９１２ ） （   △２７，４４４ ）

投 資 有 価 証 券 １５０，０５７ １９４，１９７ △４４，１４０ 

長 期 貸 付 金 ４，４３６ ３，４５１ ９８５ 

繰 延 税 金 資 産 １８，６０１ ８，４４８ １０，１５３ 

その他の投資その他の資産 ４９，０４１ ４２，８３１ ６，２１０ 

貸 倒 引 当 金 △１０，６６８ △１０，０１６ △６５２ 

資 産 合 計         １，６０１，１９２ １，７００，２５０ △９９，０５８ 
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                                （単位：百万円） 

科     目 
当 連 結 会 計 年 度 
(２０.３.３１現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(１９.３.３１現在) 

増   減 

【 負 債 の 部 】    

流 動 負 債         （   ４５４，３６７ ） （   ４８２，３７３ ） （   △２８，００６ ） 

支払手形及び買掛金 ３１７，８５５ ３３７，５９０ △１９，７３５ 

短 期 借 入 金 ２１，９６９ ９，５１１  １２，４５８ 

一年内返済長期借入金 ３，１８５ ３，１２０ ６５ 

未 払 法 人 税 等 １６，９１１ １８，０３４ △１，１２３ 

賞 与 引 当 金 １８，２３２ １８，３３８ △１０６ 

損害補償損失引当金 － ２，４００ △２，４００ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ７６，２１２ ９３，３７８ △１７，１６６ 

固 定 負 債         （   １０６，６９０ ） （   １１８，４３６ ） （   △１１，７４６ ） 

社 債 ５０，１００ ５０，０００ １００ 

長 期 借 入 金 ４，８５０ ６，５９７ △１，７４７ 

繰 延 税 金 負 債 ２，７９８ ５，５４６ △２，７４８ 

退 職 給 付 引 当 金 ４０，３４９ ５５，２７５  △１４，９２６ 

そ の 他 の 固 定 負 債 ８，５９１ １，０１６ ７，５７５ 

負 債 合 計         ５６１，０５７ ６００，８１０ △３９，７５３ 

【 純 資 産 の 部 】    

株 主 資 本 （   ９９０，１２２ ） （ １，０２７，４７５ ） （   △３７，３５３ ） 

資 本 金 １１４，４６４ １１４，４６４ － 

資 本 剰 余 金 １４４，８９８ １４４，８９８ － 

利 益 剰 余 金 ７９７，３１６ ８２８，７０７  △３１，３９１ 

自 己 株 式 △６６，５５６ △６０，５９４  △５，９６２ 

評価・換算差額等 （    １２，７３８ ） （    ４４，４２１ ） （   △３１，６８３ ） 

その他有価証券評価差額金 １０，６１０ ４１，３３１  △３０，７２１ 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ７ △３  １０ 

為 替 換 算 調 整 勘 定 ２，１２０ ３，０９３  △９７３ 

少 数 株 主 持 分 （    ３７，２７４ ） （    ２７，５４２ ） （     ９，７３２ ） 

純 資 産 合 計 １，０４０，１３５ １，０９９，４３９ △５９，３０４ 

負 債 及 び 純 資 産 合 計 １，６０１，１９２ １，７００，２５０ △９９，０５８ 
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連 結 損 益 計 算 書             
 

       （単位：百万円）  

科       目 当 連 結 会 計 年 度 
（１９．４．１～２０．３．３１） 

前 連 結 会 計 年 度 
（１８．４．１～１９．３．３１） 

増   減 

売 上 高 １，６１６，０５３ １，５５７，８０２ ５８，２５１ 

売 上 原 価 １，３２７，８７１ １，２６８，０７２ ５９，７９９ 

売 上 総 利 益 ２８８，１８１ ２８９，７３０ △１，５４９ 

販売費及び一般管理費 ２０１，０７７ １９３，５８５ ７，４９２ 

営 業 利 益 ８７，１０４ ９６，１４４ △９，０４０ 

営 業 外 収 益 （    １０，００５ ） （    １０，５９２ ） （     △５８７ ） 

受取利息及び配当金 ４，６４５ ３，７８５ ８６０ 

その他の営業外収益 ５，３５９ ６，８０７ △１，４４８ 

営 業 外 費 用 （    １０，６０８ ） （     ５，３８９ ） （     ５，２１９ ） 

支 払 利 息 １，３０９ １，３０７ ２ 

持分法による投資損失 １，４４０ ９９ １，３４１ 

その他の営業外費用 ７，８５７ ３，９８２ ３，８７５ 

経 常 利 益 ８６，５０２ １０１，３４８ △１４，８４６ 

特 別 利 益 （    １９，６８４ ） （    １１，２２１ ） （    ８，４６３ ） 

固 定 資 産 売 却 益 ２８５ ７１２ △４２７ 

投資有価証券売却益 ８，７３６ １０，１６２ △１，４２６ 

退職給付信託設定益 ７，３１０ － ７，３１０ 

退職給付制度移行差益 ２，７８７ － ２，７８７ 

貸倒引当金取崩益 ４６２ ３４３ １１９ 

その他の特別利益 １０１ ３ ９８ 

特 別 損 失 （    １７，７１７ ） （    １３，６２０ ） （     ４，０９７ ） 

固定資産売除却損 ３，７０３ ５，８４８ △２，１４５ 

減 損 損 失 ３，３００ １，２８２ ２，０１８ 

投資有価証券売却損 １９９ ２，１２０ △１，９２１ 

投資有価証券評価損 １，７４５ ３８４ １，３６１ 

損害補償損失及び損害補償損失引当金繰入額  － ３，３２３ △３，３２３ 

損 害 補 償 損 失 ６９７ － ６９７ 

役員退職慰労引当金繰入額 １，３９６ － １，３９６ 

役 員 退 職 慰 労 金 ６，５５３ － ６，５５３ 

その他の特別損失 １２０ ６６０ △５４０ 

税金等調整前当期純利益 ８８，４６９ ９８，９５０ △１０，４８１ 

法人税、住民税及び事業税 ３１，７９１ ３６，８５８ △５，０６７ 

法 人 税 等 調 整 額 １０，１０２ ６，１４９   ３，９５３ 

少 数 株 主 利 益 １，４０３ １，０９９ ３０４ 

当 期 純 利 益 ４５，１７１ ５４，８４１ △９，６７０ 
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連 結 株主資本等変動計算書  

 
当連結会計年度（１９．４．１ ～ ２０．３．３１）                      （単位：百万円）      

株  主  資  本 
  

資 本 金 資本剰余金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成19年3月31日 残高 114,464 144,898 828,707 △60,594 1,027,475 

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当   △23,931  △23,931 

当期純利益     45,171   45,171 

決算期変更による剰余金の増減     16  16 

自己株式の取得      △58,642 △58,642 

自己株式の処分   △1 34 32 

自己株式の消却   △52,646 52,646 － 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額）         － 

連結会計年度中の変動額 合計 － － △31,391 △5,962 △37,353 

平成20年3月31日 残高 114,464 144,898 797,316 △66,556 990,122 

    

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

  そ の 他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損  益 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

評価・換算 
差額等合計 

少 数 株 主 
持 分  純 資 産 合 計 

平成19年3月31日 残高 41,331 △3 3,093 44,421 27,542 1,099,439 

連結会計年度中の変動額             

剰余金の配当           △23,931 

当期純利益           45,171 

決算期変更による剰余金の増減           16 

自己株式の取得           △58,642 

自己株式の処分      32 

自己株式の消却      － 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額） △30,721 10 △972 △31,683 9,732 △21,950 

連結会計年度中の変動額 合計 △30,721 10 △972 △31,683 9,732 △59,304 

平成20年3月31日 残高 10,610 7 2,120 12,738 37,274 1,040,135 
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前連結会計年度（１８．４．１ ～ １９．３．３１）                      （単位：百万円）      

株  主  資  本 
  

資 本 金 資本剰余金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高 114,464 144,908 806,446 △57,450 1,008,369 

連結会計年度中の変動額         

利益処分による剰余金の配当     △9,879   △9,879 

剰余金の配当   △9,173  △9,173 

利益処分による役員賞与     △283   △283 

当期純利益     54,841   54,841 

連結範囲の変動     3,236   3,236 

自己株式の取得      △19,663 △19,663 

自己株式の処分  2   24 26 

自己株式の消却  △12 △16,482 16,495 － 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額）         － 

連結会計年度中の変動額 合計 － △10 22,260 △3,143 19,106 

平成19年3月31日 残高 114,464 144,898 828,707 △60,594 1,027,475 

    

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

  そ の 他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損  益 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

評価・換算 
差額等合計 

少 数 株 主 
持 分  純 資 産 合 計 

平成18年3月31日 残高 55,489 － △549 54,939 27,898 1,091,207 

連結会計年度中の変動額             

利益処分による剰余金の配当          △9,879 

剰余金の配当           △9,173 

利益処分による役員賞与          △283 

当期純利益           54,841 

連結範囲の変動           3,236 

自己株式の取得           △19,663 

自己株式の処分      26 

自己株式の消却      － 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額） △14,157 △3 3,642 △10,518 △355 △10,873 

連結会計年度中の変動額 合計 △14,157 △3 3,642 △10,518 △355 8,232 

平成19年3月31日 残高 41,331 △3 3,093 44,421 27,542 1,099,439 
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 連結キャッシュ・フロー計算書  
 
                                       （単位：百万円） 

項         目 当連結会計年度 
（１９．４．１～２０．３．３１） 

前連結会計年度 
（１８．４．１～１９．３．３１） 

増   減 

 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ８８，４６９ ９８，９５０  △１０，４８１ 
減 価 償 却 費 １０９，９０２ １００，１６１ ９，７４１ 
減 損 損 失 ３，３００ １，２８２  ２，０１８ 
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △６９ △１，０３６ ９６７ 
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △１６，８２３ △４，７０７  △１２，１１６ 
持 分 法 投 資 損 失 １，４４０ ９９ １，３４１ 
の れ ん 償 却 額 ２，０４９ １，４７５ ５７４ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △４，６４５ △３，７８５  △８６０ 
支 払 利 息 １，３０９ １，３０７  ２ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △８，５３７ △８，０４２  △４９５ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 １，７４５ ３８４  １，３６１ 
有 形 固 定 資 産 売 除 却 損 ３，４１８ ５，１３５ △１，７１７ 
売 上 債 権 の 増 減 額 ２６，９６５ △３４，２３８  ６１，２０３ 
た な 卸 資 産 の 増 減 額 ２，９８９ △１８，０４２  ２１，０３１ 
仕 入 債 務 の 増 減 額 △２７，４９５ １５，２１１ △４２，７０６ 
そ の 他 ６，９２９ １６，２２０ △９，２９１ 

小        計 １９０，９４８ １７０，３７５  ２０，５７３ 
法 人 税 等 の 支 払 額 △３３，６６５ △４７，３６４ １３，６９９ 
営業活動によるキャッシュ・フロー １５７，２８２ １２３，０１０ ３４，２７２ 

 投資活動によるキャッシュ・フロー    
短 期 投 資 の 純 減 少 額 ２４，９０４ ５，００８ １９，８９６ 
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 ０ △５０１  ５０１ 
有価証券の売却等による収入 １０，０００ ７，２０１ ２，７９９ 
有形固定資産の取得による支出 △１２４，１２７ △１５３，９９４  ２９，８６７ 
有形固定資産の売却による収入 １，９００ ２，１３９  △２３９ 
投資有価証券の取得による支出  △３２，７０６ △１３，８８６ △１８，８２０ 
投資有価証券の売却等による収入 １８，４１１ １６，９８８ １，４２３ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４，６７８ ３，９１６ ７６２ 
そ の 他  △２５，５８４ △１７，５８８  △７，９９６ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △１２２，５２２ △１５０，７１７ ２８，１９５ 

 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 １２，５３５ △３，２６５  １５，８００ 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 １，２５３ ４，７３１ △３，４７８ 
長期借入金の返済による支出 △３，４７９ △４，３６５ ８８６ 
利 息 の 支 払 額 △１，３０９ △１，３１１ ２ 
配 当 金 の 支 払 額 △２３，９２７ △１９，０５２  △４，８７５ 
少数株主への配当金の支払額 △４１８ △６３３ ２１５ 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △５８，６４２ △１９，６６３ △３８，９７９ 
子会社の自己株式の取得による支出 △３ △２ △１ 
そ の 他 ２６４ ９７２ △７０８ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △７３，７２７ △４２，５８９ △３１，１３８ 
現金及び現金同等物に係る換算差額  △８２５ １，４９２  △２，３１７ 
現金及び現金同等物の減少額 △３９，７９３ △６８，８０３ ２９，０１０ 
現金及び現金同等物の期首残高 １７０，４８８ ２３９，２２１ △６８，７３３ 
連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額 － ６９ △６９ 
現金及び現金同等物の期末残高 １３０，６９５ １７０，４８８ △３９，７９３ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 
  （１）連 結 子 会 社           ９９社 
     ・主要会社名   北海道コカ・コーラボトリング㈱、ザ・インクテック㈱ 
              大日本商事㈱、㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山 

㈱ＤＮＰ西日本、㈱ＤＮＰフォトイメージング 
㈱ＤＮＰロジスティクス、ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱ 

 
  （２）持分法適用の関連会社  １１社 

 ・主要会社名   教育出版㈱、丸善㈱、パナソニックバッテリーエレクトロード㈱ 
 
 ２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  （１）連 結 の 範 囲         
     ・新   規     ５社  ㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス相模原 他４社 
 
     ・除   外      ２社   ㈱ＤＮＰアート 他１社  
 
  （２）持分法適用の範囲 
     ・新   規      １社  丸善㈱  
 
      ・除   外       １社   ㈱早稲田大学メディアミックス 
 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
    連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他２５社の期末決算日は１２月３１日であ

るが、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
     ・有 価 証 券       
       満期保有目的の債券           主として償却原価法 
       そ の 他 有 価 証 券           
         時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法 
                    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定している。） 
 
         時価のないもの 主として移動平均法による原価法 
      
      

・デリバティブ              主として時価法 
 
・たな卸資産       

       商 品   主として個別法による原価法 
       製 品 、 仕 掛 品   主として売価還元法による原価法 
       原 材 料   主として移動平均法による原価法 
       貯 蔵 品   主として最終仕入原価法による原価法 
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  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     ・有 形 固 定 資 産              当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用している。 
                    ただし、当社の黒崎第１工場（第２期）の機械装置について

は定額法を採用している。 
なお、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、定額法を採用している。 
また、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産につい
ては、主として３年間で均等償却する方法を採用してい
る。 
また、在外連結子会社は、主として定額法を採用している。 
（追加情報） 
当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成１９
年３月３１日以前に取得した資産については、改正前の法人
税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に
到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の
５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、
減価償却費に含めて計上している。 
これにより、営業利益は3,193 百万円減少し、経常利益及び
税金等調整前当期純利益はそれぞれ3,215百万円減少してい
る。 
 

     ・無 形 固 定 資 産              主として定額法を採用している。 
                    なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。 
 
  （３）重要な引当金の計上基準 
     ・貸 倒 引 当 金               売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に  

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。 

 
     ・賞 与 引 当 金              従業員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連

結会計年度に負担すべき支給見込額を計上している。 
 

・役 員 賞 与引 当 金              役員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連結
会計年度に負担すべき支給見込額を計上している。 

 
     ・退 職 給 付引 当 金              従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定年数（主として６年）による定額法により費用処理
している。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主として９年）によ
る定率法により計算した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理している。 
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（追加情報） 
決算日が連結決算日と異なる一部の国内連結子会社は、平成
１９年１０月に確定給付年金制度の一部について確定拠出年
金制度へ移行するとともに、退職一時金制度を廃止している。
（なお、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企
業会計基準適用指針第１号）を適用し、当中間連結会計期間
において上記移行の会計処理を行っている。） 
これに伴う影響額は、特別利益として2,787 百万円を計上し
ている。 
 

・役員退職慰労引当金     国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、役員
退職慰労金の支給に関する内規に基づく期末要支給額を計上
している。 

 
  （４）重要なリース取引の処理方法 

主としてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 
（５）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
 
（６）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 
 
（７）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

      のれん及び負ののれんの償却については、２０年以内のその効果の発現する期間にわたって
定額法により償却することとしている。当連結会計年度においては、５年間の均等償却を行っ
ている。 

 
５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなる。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  
 
（役員退職慰労引当金） 
  国内連結子会社の役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理していたが、「租税特別措置法上
の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第42号 平成 19年 4月 13日）が公表されたことに伴い、
当連結会計年度から内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。  
この変更により、当連結会計年度での発生額を販売費及び一般管理費に計上し、過年度対応額について
は、特別損失に計上している。 
これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ 220 百万円減少し、税金等調整前当期純利益は  
1,617 百万円減少している。 
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（有形固定資産の減価償却の方法） 
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成１９年４月１日以降
に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。 
これにより、営業利益は 3,139 百万円減少し、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 
3,158 百万円減少している。 

 

連 結 財 務 諸 表 に 関 す る 注 記 事 項  
 
（連結貸借対照表関係） 
 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会計 年 度 

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,073,802 百万円 1,002,879 百万円 
２．保 証 債 務 90 百万円    100 百万円 
３．受取手形割引高 820 百万円    820 百万円 

 
（連結損益計算書関係） 

 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

１．研 究 開 発 費  35,556 百万円 30,112 百万円 
(販売費及び一般管理費、売上原価)   

 
（連結株主資本等変動計算書関係）  
 
当連結会計年度（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項          

                                                 （単位：株） 

 株 式 の 種 類 
前 連 結 会 計 
年 度 末 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当 連 結 会 計 
年 度 末 

発 行 済 株 式  普 通 株 式 730,480,693 ― 30,000,000 700,480,693 

自 己 株 式  普 通 株 式 36,254,522 32,879,377 30,019,583 39,114,316 

 
（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少30,000,000 株は、自己株式の消却によるものである。  

２．普通株式の自己株式の株式数の増加32,879,377 株は、取締役会決議による取得32,686,000 株、 
単元未満株式の買取りによる108,377 株及び株式買取請求に基づく買取り85,000 株である。  

３．普通株式の自己株式の株式数の減少30,019,583 株は、自己株式消却による30,000,000 株と単元 
未満株式の売渡しによる19,583 株である。  

 
２．配当に関する事項 

 
（１）配当金支払額 

 
決         議  株式の種類 

  配当金の総額 
  （百万円） 

   １株当たり 
 配当額（円） 

基   準   日 効  力  発  生  日 

 平成19年6月28日 
定時株主総会 

普 通 株 式 13,203 19  平成19年3月31日  平成19年6月29日 

 平成19年11月9日 
取 締 役 会 

普 通 株 式 10,728 16  平成19年9月30日  平成19年12月7日 
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（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
 

決         議  株式の種類 
  配当金の総額 
  （百万円） 

配当の原資 
 １株当たり 
 配当額（円） 

基  準  日 効 力 発 生 日 

 平成20年6月27日 
定 時 株主総 会 

普 通 株式 13,241 利 益剰余金 20 平成20年3月31日  平成20年6月30日 

 
前連結会計年度（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項          

                                                 （単位：株） 

 株 式 の 種 類 
前 連 結 会 計 
年 度 末 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当 連 結 会 計 
年 度 末 

発 行 済 株 式  普 通 株 式 740,480,693 ― 10,000,000 730,480,693 

自 己 株 式  普 通 株 式 35,508,592 10,760,626 10,014,696 36,254,522 

 
（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少10,000,000 株は、自己株式の消却によるものである。  

２．普通株式の自己株式の株式数の増加10,760,626 株は、取締役会決議による取得10,658,000 株と 
単元未満株式の買取りによる102,626 株である。  

３．普通株式の自己株式の株式数の減少10,014,696 株は、自己株式消却による10,000,000 株と単元 
未満株式の売渡しによる14,696 株である。  

 
２．配当に関する事項 

 
（１）配当金支払額 

 
決         議  株式の種類 

  配当金の総額 
  （百万円） 

   １株当たり 
 配当額（円） 

基   準   日 効  力  発  生  日 

 平成18年6月29日 
定時株主総会 

普 通 株 式 9,879 14  平成18年3月31日  平成18年6月30日 

 平成18年11月10日 
取 締 役 会 

普 通 株 式 9,173 13  平成18年9月30日  平成18年12月8日 

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
決         議  株式の種類 

  配当金の総額 
  （百万円） 

配当の原資 
 １株当たり 
 配当額（円） 

基  準  日 効 力 発 生 日 

 平成19年6月28日 
定 時 株主総 会 

普 通 株式 13,203 利 益剰余金 19 平成19年3月31日  平成19年6月29日 
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（セグメント情報） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
当連結会計年度（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）           （単位：百万円） 
 情報コミュニ

ケ ー シ ョ ン 生活・産業 
エレクトロ
ニ ク ス 

清 涼 飲 料 計 
消 去 又 
は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
  売  上  高        

(１)外部顧客に対する売上高 672,772 547,567 322,264 73,449 1,616,053 － 1,616,053 
(２)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 7,125 8,224 48 44 15,442 △15,442 － 

   計 679,897 555,791 322,312 73,494 1,631,495 △15,442 1,616,053 

  営 業 費 用 636,820 523,928 302,494 72,168 1,535,412 △6,463 1,528,948 

  営 業 利 益 43,076 31,863 19,818 1,325 96,083 △8,978 87,104 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

       

   資    産 557,532 532,229 427,401 44,335 1,561,499 39,693 1,601,192 

   減 価 償 却 費 23,279 28,587 51,717 3,664 107,248 2,653 109,902 

   減 損 損 失 52 1,051 2,153 42 3,300 － 3,300 

   資 本 的 支 出 26,538 31,818 45,984 3,692 108,033 8,105 116,139 

 
 
 前連結会計年度（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）           （単位：百万円） 
 情報コミュニ

ケ ー シ ョ ン 生活・産業 
エレクトロ
ニ ク ス 

清 涼 飲 料 計 
消 去 又 
は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
  売  上  高        

(１)外部顧客に対する売上高 662,886 528,918 291,911 74,085 1,557,802 － 1,557,802 
(２)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 5,954 3,794 5 36 9,790 △9,790 － 

   計 668,841 532,713 291,916 74,121 1,567,593 △9,790 1,557,802 

  営 業 費 用 617,883 496,460 277,024 73,482 1,464,851 △3,194 1,461,657 

  営 業 利 益 50,957 36,252 14,892 639 102,741 △6,596 96,144 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

       

   資    産 539,221 522,161 438,745 41,354 1,541,483 158,766 1,700,250 

   減 価 償 却 費 20,862 24,733 49,632 3,568 98,797 1,363 100,161 

   減 損 損 失 － 1,282 － － 1,282 － 1,282 

   資 本 的 支 出 41,106 39,918 75,995 3,130 160,152 2,733 162,885 

 
 
 ２．所在地別セグメント情報 
 当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資
産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも９０％を超えているため記載を省略している。 
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３．海外売上高 

 
当 連 結 会 計 年 度 （平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

  
      アジア   その他の地域     合 計 

      
Ⅰ 海 外 売 上 高 195,092 百万円 84,445 百万円 279,537 百万円 
Ⅱ 連 結 売 上 高     1,616,053  〃 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海 外 売 上 高 の 割 合 12.1 ％ 5.2 ％ 17.3 ％ 

        
 
 

前 連 結 会 計 年 度 （平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
      

      アジア   その他の地域     合 計 
      

Ⅰ 海 外 売 上 高 177,713 百万円 78,566 百万円 256,280 百万円 
Ⅱ 連 結 売 上 高     1,557,802  〃 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海 外 売 上 高 の 割 合 11.4 ％ 5.1 ％ 16.5 ％ 

              
 
（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 
    ２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。 

        ア ジ ア      ：台湾、韓国、中国、インドネシア 
        その他の地域：アメリカ、フランス、ドイツ、イギリス 
    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。  
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（１株当たり情報） 
 

当 連 結 会 計 年 度 
（19.4.1～20.3.31） 

前 連 結 会 計 年 度 
（18.4.1～19.3.31） 

１株当たり純資産 1,516円35銭 １株当たり純資産 1,544円02銭 

１株当たり当期純利益 67円08銭 １株当たり当期純利益 78円10銭 

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

  
（注）算定上の基礎 
 
１．１株当たり純資産 
 

  
当 連 結 会 計 年 度 
（２０.３.３１現在） 

前 連 結 会 計 年 度 
（１９.３.３１現在） 

純資産の部の合計額（百万円） 1,040,135  1,099,439 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 37,274 27,542 

 （うち少数株主持分（百万円）） （37,274）      （27,542） 

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 1,002,860 1,071,897 

 普通株式の発行済株式数（千株） 700,480 730,480 

 普通株式の自己株式数（千株） 39,114 36,254 

１株当たり純資産の算定に用いられた期末の 
普通株式の数（千株） 

661,366 694,226 

 
 
２．１株当たり当期純利益 
 

  
当 連 結 会 計 年 度 
（19.4.1～20.3.31） 

前 連 結 会 計 年 度 
（18.4.1～19.3.31） 

 当期純利益（百万円） 45,171 54,841 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 45,171 54,841 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 673,364 702,211 

 
 
（開示の省略） 
 

  税効果会計、有価証券、退職給付等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要
性が大きくないと考えられるため開示を省略している。 
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５．個 別 財 務 諸 表  
 

貸 借 対 照 表 
 
                                    （単位：百万円） 

科    目 
当  事  業  年  度 

（２０．３．３１現在） 
前  事  業  年  度 

（１９．３．３１現在） 
増  減 

【 資 産 の 部 】    
流 動 資 産           （   ４７９，３７４ ） （   ５９２，３７０ ） （  △１１２，９９６ ） 
現 金 及 び 預 金 ６６，１５４ １５１，６８１ △８５，５２７ 
受 取 手 形 ５１，４８７ ５９，５９１ △８，１０４ 
売 掛 金 ３１０，９６１ ３１６，６７４ △５，７１３ 
有 価 証 券 １０，００９ ９，９９２ １７ 
商品・製品・仕掛品 １８，９５５ ２１，８９７ △２，９４２ 
原材料及び貯蔵品 ４，３９９ ６，４４６ △２，０４７ 
繰 延 税 金 資 産 ５，７６０ ６，８７３ △１，１１３ 
その他の流動資産 １４，０６８ ２３，０４４ △８，９７６ 
貸 倒 引 当 金 △２，４２２ △３，８３１      １，４０９ 

固 定 資 産           （   ８５０，５３１ ） （   ８３８，７６１ ） （    １１，７７０ ） 
（ 有 形固定資産）           （   ４９３，２０２ ） （   ４９０，０４５ ） （     ３，１５７ ） 
建 物 １６２，４７３ １５７，８４９ ４，６２４ 
構 築 物 ８，２８８ ８，６６９ △３８１ 
機 械 装 置 １６９，０４７ １６９，５１８ △４７１ 
車 両 運 搬 具 １５１ １７０ △１９ 
工 具 器 具 備 品 １１，５１８ １１，１７１ ３４７ 
土 地 １１７，１８６ １１４，１８３    ３，００３ 
建 設 仮 勘 定 ２４，５３６ ２８，４８２ △３，９４６ 

（ 無 形固定資産）           （    ２０，７５０ ） （    １８，６５１ ） （      ２，０９９ ） 
ソ フ ト ウ ェ ア １５，８０７ １５，０６８ ７３９ 
その他の無形固定資産 ４，９４３ ３，５８２ １，３６１ 

（投資その他の資産）           （   ３３６，５７７ ） （   ３３０，０６４ ） （     ６，５１３ ） 
投 資 有 価 証 券 １３３，５５０ １８８，１１１ △５４，５６１ 
関 係 会 社 株 式 １１９，６４６ ７６，７８２ ４２，８６４ 
長 期 貸 付 金 ４３，６１５ ４０，３５６    ３，２５９ 
繰 延 税 金 資 産 １８，１８２ ４，４２７ １３，７５５ 
その他の投資その他の資産 ３２，３３７ ３１，２４９    １，０８８ 
貸 倒 引 当 金 △１０，７５５ △１０，８６２ １０７ 

資  産  合  計 １，３２９，９０５ １，４３１，１３１ △１０１，２２６ 

  
（ 当事業年度 ） （ 前事業年度 ） 

（注）１. 有形固定資産の減価償却累計額 ８１７，６６８ 百万円 ７６４，５７３ 百万円 
２. 保 証 債 務  ９０ 百万円 １００ 百万円 
３. 受 取 手 形 割 引 高  ８２０ 百万円 ８２０ 百万円 
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                                    （単位：百万円） 

科    目 
当  事  業  年  度 

（２０．３．３１現在） 
前  事  業  年  度 

（１９．３．３１現在） 
増  減 

【 負 債 の 部 】    
流 動 負 債           （   ４７５，７９６ ） （   ４８５，１６８ ） （    △９，３７２ ） 
支 払 手 形 ２３，４３８ ２３，９５３ △５１５ 
買 掛 金 ２２５，０２５ ２２５，７１６ △６９１ 
未 払 金 ４２，６９５ ４３，６０１ △９０６ 
未 払 費 用 １６，６２５ １６，９６３      △３３８ 
未 払 法 人 税 等 ３，４９４ ８，１１７ △４，６２３ 
預 り 金 １５０，７１５ １４０，８２２ ９，８９３ 
賞 与 引 当 金 ７，４０２ ７，２５０      １５２ 
役 員 賞 与 引 当 金 ２４０ ２５５ △１５ 
損害補償損失引当金 － ９６０ △９６０ 
設備関係支払手形 ２，６９５ １５，０７１ △１２，３７６ 
その他の流動負債 ３，４６３ ２，４５６    １，００７ 
固 定 負 債           （    ７２，６１１ ） （    ８１，８０７ ） （    △９，１９６ ） 
社 債 ５０，０００ ５０，０００ － 
長 期 未 払 金 ６，５５３ － ６，５５３ 
退 職 給 付 引 当 金 １６，０５７ ３１，８０７ △１５，７５０ 

負  債  合  計 ５４８，４０７ ５６６，９７６ △１８，５６９ 

【 純 資 産 の 部 】    

株 主 資 本 （   ７７１，０８８ ） （   ８２３，２８７ ） （   △５２，１９９ ） 

  資 本 金 １１４，４６４ １１４，４６４ － 

  資 本 剰 余 金 １４４，８９８ １４４，８９８ － 

資 本 準 備 金 １４４，８９８ １４４，８９８ － 

  利 益 剰 余 金 ５７８，２５０ ６２４，４８６ △４６，２３６ 

利 益 準 備 金 ２３，３００ ２３，３００ － 

その他利益剰余金 ５５４，９５０ ６０１，１８６ △４６，２３６ 

海外投資等損失準備金 ２ ３ △１ 

特別償却準備金 ６４ １３９ △７５ 

固定資産圧縮積立金 ７０ ８１ △１１ 

別 途 積 立 金 ５３２，７８０ ５８２，７８０ △５０，０００ 

繰越利益剰余金 ２２，０３３ １８，１８１ ３，８５２ 

  自 己 株 式  △６６，５２４    △６０，５６２    △５，９６２   

評価・換算差額等 （    １０，４０９ ） （    ４０，８６８ ） （   △３０，４５９ ） 

 その他有価証券評価差額金 １０，４０１ 
 

４０，８７１ △３０，４７０ 

  繰延ヘッジ損益 ７ △３ １０ 

純 資 産 合 計 ７８１，４９８ ８６４，１５５ △８２，６５７ 

負債及び純資産合計 １，３２９，９０５ １，４３１，１３１ △１０１，２２６ 
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損 益 計 算 書 
 
                                    （単位：百万円） 

科     目 
当 事 業 年 度 
(19.4.1～20.3.31) 

前 事 業 年 度 
(18.4.1～19.3.31) 

増    減 

    
売 上 高 １，１８０，１８８ １，１６２，２４４ １７，９４４ 

売 上 原 価 １，０３９，１１９ １，０１２，３８３ ２６，７３６ 

売 上 総 利 益 １４１，０６９ １４９，８６０ △８，７９１ 

販売費及び一般管理費 １１２，８８２ １０８，８００ ４，０８２ 

営 業 利 益 ２８，１８６ ４１，０５９ △１２，８７３ 
    
営 業 外 収 益 (    ７５，９４０) (    ７１，６６５) ( ４，２７５) 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ９，５８８ ６，２９３ ３，２９５ 
そ の 他 の 営 業 外 収 益 ６６，３５２ ６５，３７１ ９８１ 

営 業 外 費 用 (    ５９，０２１) (    ５４，９２５) (    ４，０９６) 

支 払 利 息 ８３５ ８３５ － 
そ の 他 の 営 業 外 費 用 ５８，１８６ ５４，０９０ ４，０９６ 

経 常 利 益 ４５，１０５ ５７，７９９ △１２，６９４ 
    特 別 利 益 (   １７，５１３) (   １２，９２５) ( ４，５８８) 

固 定 資 産 売 却 益 １６９ ４５１ △２８２ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ８，７３５ １０，１５５ △１，４２０ 
退 職 給 付 信 託 設 定 益 ７，３１０ － ７，３１０ 
貸 倒 引 当 金 取 崩 益 １，２３７ ２，３１９ △１，０８２ 
そ の 他 の 特 別 利 益 ５９ － ５９ 

特 別 損 失 (   １３，１１１) (    ８，９３９) ( ４，１７２) 
固 定 資 産 売 除 却 損 ２，６９８ ４，７９８ △２，１００ 
減 損 損 失 １，８２０ － １，８２０ 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 １９９ ２，１２０ △１，９２１ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 １，５０３ ３８４ １，１１９ 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 ３２ ２９９ △２６７ 
損害補償損失及び損害補償損失引当金繰入額 － １，３２９ △１，３２９ 
損 害 補 償 損 失 ２７８ － ２７８ 
役 員 退 職 慰 労 金 ６，５５３ － ６，５５３ 
そ の 他 の 特 別 損 失 ２３ ６ １７ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ４９，５０７ ６１，７８５ △１２，２７８ 
法人税、住民税及び事業税 １０，９００ １７，４００ △６，５００ 
法 人 税 等 調 整 額 ８，２６３ １０，６７９ △２，４１６ 
当 期 純 利 益 ３０，３４３ ３３，７０５ △３，３６２ 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  

 

当 事 業 年 度 （ １ ９ . ４ . １ ～ ２ ０ . ３ . ３ １ ）                                   （ 単位：百万円 ） 

株  主  資  本 

資本剰余金 利  益  剰  余  金
       そ の 他 利 益 剰 余 金 

  

 

   
 

 
 

 
 
 

 

 
資 本 金 資  本 

準 備 金 
利  益

準 備 金

海  外
投資等
損  失
準備金

特 別
償 却
準備金

固定資
産圧縮
積立金

別 途 

積 立 金 

繰越利益 

剰 余 金 

自    己

株    式

 

株 主 

資 本 

合 計 

平成 19 年 3 月 31 日 残高 114,464 144,898 23,300 3 139 81 582,780 18,181 △60,562 823,287

事業年度中の変動額        

海外投資等損失準備金の取崩    △1  1 －

特 別 償 却 準 備 金 の取 崩   △75  75 －

固定資産圧縮積立金の取崩   △11  11 －

別 途 積 立 金 の 取 崩   △50,000 50,000 －

剰 余 金 の 配 当    △23,931 △23,931

当 期 純 利 益    30,343   30,343

自 己 株 式 の 取 得     △58,642 △58,642

自 己 株 式 の 処 分    △1 34 32

自 己 株 式 の 消 却    △52,646 52,646 －

株 主 資 本 以 外 の項 目 の 

事業年度中の変動額（純額） 
    －

事業年度中の変動額合計 － － － △1 △75 △11 △50,000 3,851 △5,962 △52,198

平成 20 年 3 月 31 日 残高 114,464 144,898 23,300 2 64 70 532,780 22,033 △66,524 771,088

 評 価 ・ 換 算 差 額 等   

 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘッジ
損        益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純 資 産

合    計    

平成 19 年 3 月 31 日 残高 40,871 △3 40,868 864,155  

事業年度中の変動額   

海外投資等損失準備金の取崩  －  

特 別 償 却 準 備 金 の取 崩  －  

固定資産圧縮積立金の取崩  －  

別 途 積 立 金 の 取 崩  －  

剰 余 金 の 配 当  △23,931  

当 期 純 利 益    30,343  

自 己 株 式 の 取 得  △58,642  

自 己 株 式 の 処 分  32  

自 己 株 式 の 消 却  －  

株 主 資 本 以 外 の項 目 の 

事業年度中の変動額（純額） 
△30,469 10 △30,458 △30,458  

事業年度中の変動額合計 △30,469 10 △30,458 △82,657  

平成 20 年 3 月 31 日 残高 10,401 7 10,409 781,498  
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前 事 業 年 度 （ １ ８ . ４ . １ ～ １ ９ . ３ . ３ １ ）                                   （ 単位：百万円 ） 

株  主  資  本 

資 本 剰 余 金 利  益  剰  余  金
       そ の 他 利 益 剰 余 金 

  

 

           

   
 

 
 

 
 
 

 

 
資 本 金 資  本 

準備金 

そ の 他
資 本
剰 余 金

利  益

準備金

海  外
投資等
損  失
準備金

特 別
償 却
準備金

固定資
産圧縮
積立金

別 途 

積 立 金 

繰越利益 

剰 余 金 

自    己

株    式

 

株 主 

資 本 

合 計 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 114,464 144,898 10 23,300 8 419 127 579,780 22,945 △57,418 828,535

事業年度中の変動額         

利益処分による海外投資等損失準備金の取崩     △2  2 －

海外投資等損失準備金の取崩     △1  1 －

利益処分による特別償却準備金の取崩     △139  139 －

特 別 償 却 準 備 金 の取 崩    △139  139 －

利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩     △24  24 －

固定資産圧縮積立金の取崩    △21  21 －

利益処分による別途積立金の積立    3,000 △3,000 －

利益処分による剰余金の配当    △9,879 △9,879

剰 余 金 の 配 当    △9,173 △9,173

利益処分による役員賞与    △265 △265

当 期 純 利 益    33,705   33,705

自 己 株 式 の 取 得     △19,663 △19,663

自 己 株 式 の 処 分   2   24 26

自 己 株 式 の 消 却   △12  △16,482 16,495 －

株 主 資 本 以 外 の項 目 の 

事業年度中の変動額（純額） 
    －

事業年度中の変動額合計 － － △10 － △4 △279 △46 3,000 △4,763 △3,143 △5,247

平成 19 年 3 月 31 日 残高 114,464 144,898 － 23,300 3 139 81 582,780 18,181 △60,562 823,287

 評 価 ・ 換 算 差 額 等   

 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘッジ
損        益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純 資 産

合    計    

平成 18 年 3 月 31 日 残高 54,929 － 54,929 883,464  

事業年度中の変動額   

利益処分による海外投資等損失準備金の取崩  －  

海外投資等損失準備金の取崩  －  

利益処分による特別償却準備金の取崩   －  

特 別 償 却 準 備 金 の取 崩  －  

利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩   －  

固定資産圧縮積立金の取崩  －  

利益処分による別途積立金の積立  －  

利益処分による剰余金の配当  △9,879  

剰 余 金 の 配 当  △9,173  

利益処分による役員賞与  △265  

当 期 純 利 益    33,705  

自 己 株 式 の 取 得  △19,663  

自 己 株 式 の 処 分  26  

自 己 株 式 の 消 却  －  

株 主 資 本 以 外 の項 目 の 

事業年度中の変動額（純額） 
△14,057 △3 △14,061 △14,061  

事業年度中の変動額合計 △14,057 △3 △14,061 △19,309  

平成 19 年 3 月 31 日 残高 40,871 △3 40,868 864,155  
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（ 補 足 資 料       ） 
 

  部門別売上高の推移 

 
 

当 事 業 年 度  
 

  19.4. 1 
   

 
前 事 業 年 度  

 
  18.4. 1 

増    減 

    
   期   別 

 
 

部 門 別   20.3.31 構成比   19.3.31 構成比 金  額 率 

情報コミュニケーション 
百万円 

５５８，６１４ 
％ 
47.3 

百万円 
５６１，９５５ 

％ 
48.3 

百万円 
 △３，３４１ 

％ 
△0.6 

生 活 ･ 産 業 ３７９，７７２ 32.2 ３８０，９８３ 32.8 △１，２１１ △0.3 

エ レ ク ト ロ ニ ク ス ２４１，８０２ 20.5 ２１９，３０４ 18.9 ２２，４９８ 10.3 

合       計 １，１８０，１８８ 100.0 １，１６２，２４４ 100.0 １７，９４４ 1.5 

 
 

 

 

                                        以  上 
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